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（趣旨） 



第１条　この規則は、一般職の職員等の給与（児童手当法（昭和４６年法律第７３号）第

１７条第１項の規定によって読み替えられる同法第８条第１項の規定により知事が支給

する児童手当を含む。以下同じ。）の支給事務の集中処理に関し必要な事項を定めるも

のとする。 

（支給事務の集中処理の範囲） 

第２条　次に掲げる者に支給する給与の支給事務は、会計管理局総務事務センターにおい

て集中処理するものとする。 

(1)　職員の給与に関する条例（昭和２９年高知県条例第３４号）第２条に規定する者

（会計年度任用職員（地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号）第２２条の２第１

項に規定する会計年度任用職員をいう。以下この条において同じ。）である者を除

く。） 

(2)　技能職員の給与の種類及び基準に関する条例（昭和３２年高知県条例第５６号）

第２条に規定する者 

(3)　公立学校職員の給与に関する条例（昭和２９年高知県条例第３７号）第２条に規

定する者（会計年度任用職員である者及び地方公務員法第２２条の３第１項若しくは

第２６条の６第７項、女子教職員の出産に際しての補助教職員の確保に関する法律

（昭和３０年法律第１２５号）第３条第１項又は地方公務員の育児休業等に関する法

律（平成３年法律第１１０号）第６条第１項の規定に基づき臨時的に任用された職員

である者を除く。） 

(4)　警察職員の給与に関する条例（昭和２９年高知県条例第１５号）第２条に規定す

る者（会計年度任用職員である者を除く。） 

(5)　前各号に掲げる者のほか、知事が特に必要があると認めた者 

（支給する給与の種類） 

第３条　この規則により支給する給与の種類は、別表に定めるとおりとする。 

（給与支出科目の登録） 

第４条　課長（各種委員会等の事務局（教育委員会事務局を除く。）の長及び教育委員会

事務局の課長を含む。以下同じ。）及び本部の課長（警察本部の課長及び警察学校長を

いう。以下同じ。）は、毎年４月末日までに同月１日現在の所属職員（出先機関（高知

県会計規則（平成４年高知県規則第２号）第２条第２号に規定する出先機関をいう。第

６条において同じ。）の職員を含む。）の給与の支出科目を給与システムに登録しなけ



ればならない。 

２　課長及び本部の課長は、前項の規定により登録した事項に変更を生じた場合は、直ち

に給与システムに当該変更内容を登録しなければならない。 

（給与の支給等） 

第５条　給与は、資金前渡職員又は資金前渡職員の補助者（以下「補助者」という。）か

ら直接本人に支給するものとする。ただし、本人が指定金融機関又は指定金融機関と為

替取引のある金融機関に預金口座を設けているときは、本人の申出によって、口座振替

の方法で支給することができる。 

２　やむを得ない理由により、前項に規定する方法によることが困難な場合は、隔地払に

より支給するものとする。 

３　資金前渡職員及びその補助者は、知事が指名する職員とする。 

（給与資料の月例報告） 

第６条　次に掲げる事項については、毎月会計管理局総務事務センター課長（以下「セン

ター課長」という。）が別に定める日までに、課長及び出先機関の長にあっては総務事

務集中化システムによる月締処理を行い、又は別記第１号様式による月例報告入力票に

よりセンター課長に報告し、総務事務集中化システムによる月締処理を行わないことと

される課長及び出先機関の長並びに本部の課長にあっては給与システムに登録し、市町

村立（組合立を含む。）の学校の校長（以下この条において「市町村立の学校長」とい

う。）にあっては給与ＷＥＢシステムに登録し、又は別記第１号様式の２若しくは別記

第２号様式による月例報告入力票によりセンター課長に報告しなければならない。 

(1)　日又は時間を単位として支給する特殊勤務手当の支給を受ける職員の前月中の特

殊勤務の状況（第３項の依頼に係るものを除く。次号及び第３号において同じ。） 

(2)　前月中の休日勤務及び夜間勤務の状況 

(3)　前月中の時間外勤務、時間外勤務代休時間、宿日直勤務及び管理職員特別勤務の

状況 

(4)　職員の給与に関する条例第１４条、公立学校職員の給与に関する条例第１７条及

び警察職員の給与に関する条例第１４条並びに職員の育児休業等に関する条例（平成

４年高知県条例第１号）第２５条第１項の規定により給与を減額される職員の給与の

減額の対象となる前月中の欠勤時間数 

(5)　月額で支払う手当の支給を受けることのできる職員が、出張、休暇、欠勤その他



の理由により給与期間の全日数にわたって勤務しなかった場合等であって、当該手当

を支給できないときは、当該職員の勤務の状況 

２　前項の規定により月締処理を行い、報告し、又は登録した事項に変更があった場合は、

課長及び出先機関の長にあっては速やかに総務事務集中化システムによる変更処理を行

い、又は別記第３号様式による月例報告で支払う手当の異動報告書により速やかにセン

ター課長に報告し、総務事務集中化システムによる月締処理を行わないこととされる課

長及び出先機関の長並びに本部の課長にあっては速やかに給与システムに当該変更内容

を登録し、市町村立の学校長にあっては別記第３号様式による月例報告で支払う手当の

異動報告書により速やかにセンター課長に報告しなければならない。 

３　毎月センター課長が別に定める日までに、課長、出先機関の長又は本部の課長にあっ

ては他の課又は出先機関の職員に第１項第１号から第３号までに規定する勤務を依頼し

た場合は課長又は出先機関の長は総務事務集中化システムによる月締処理を行い、総務

事務集中化システムによる月締処理を行わないこととされる課長若しくは出先機関の長

又は本部の課長は給与システムに登録し、市町村立の学校長にあっては他の市町村立

（組合立を含む。）の学校の職員に同項第１号から第３号までに規定する勤務を依頼し

た場合は別記第４号様式による月例報告の他機関依頼報告書によりセンター課長に報告

しなければならない。 

４　第２項の規定は、前項の規定により課長、出先機関の長若しくは本部の課長が月締処

理を行い、若しくは登録し、又は市町村立の学校長が報告した場合に準用する。この場

合において、第２項中「前項」とあるのは、「次項」と読み替えるものとする。 

（給与の資金前渡等） 

第７条　給与の資金前渡又は口座振替の額は、支給総額から次に掲げるものの額を控除し

た額とする。 

(1)　共済組合掛金 

(2)　所得税 

(3)　県民税及び市町村民税 

(4)　共済控除 

(5)　差し押さえられた給与 

(6)　財形貯蓄に基づく預入金 

(7)　職員の給与に関する条例第２６条の３第１項各号、公立学校職員の給与に関する



条例第２７条の３第１項各号又は警察職員の給与に関する条例第２６条の３第１項各

号に掲げるもの 

（給与の前渡資金の精算） 

第８条　給与の資金前渡職員は、前渡資金の精算において、残金があるときは戻入決議書

（兼前渡資金精算書）を作成して知事に提出するものとし、残金がないときは給料等支

給調書で所属長等が精算結果を確認することにより精算が完結したものとみなし、前渡

資金精算書の提出を省略することができる。 

（給与関係歳出予算の振替等） 

第９条　センター課長は、年度内の支払が完了したときは、振替要求書により、当該支払

に要した経費について課長に請求し、及び収入調定書に科目別累計表に基づく別記第５

号様式による給与費等振替収入内訳書を添付して調定を行い、振替要求書に別記第６号

様式による給与費等振替要求内訳書を添付して警察本部長に送付するものとする。 

２　課長及び警察本部長は、センター課長からの振替要求書に基づき支出負担行為決議書

兼支出命令書を作成し、振替事務をしなければならない。 

（受領の順序） 

第１０条　資金前渡の方法で支給する給与について、その支給日に補助者に事故があった

場合は、順次指名をされた者が受領し、精算を行うものとする。 

（委任） 

第１１条　この規則に定めるもののほか、給与の支給事務の集中処理に関し必要な事項は、

知事が別に定める。 

付　則 

（施行期日） 

１　この規則は、公布の日から施行し、昭和４０年４月１日から適用する。 

（経過規定） 

２　この規則施行の際、旧高知県給与及び旅費支給事務集中処理規程（昭和３９年４月高

知県訓令第７号）によりした手続その他の行為は、この規則中これに相当する規定があ

る場合には、この規則によりしたものとみなす。 

（他の規則の一部改正） 

３　高知県会計規則（昭和３９年高知県規則第１３号）の一部を次のように改正する。 

第１５８条第１項中「高知県給与及び旅費支給事務集中処理規程（昭和３９年４月高



知県訓令第７号）に定める課の長（次項において「集中管理課長」という。）」を「行

政管理室長」に改める。 

同条第２項中「集中管理課長」を「行政管理室長」に改める。 

付　則（昭和４１年７月２２日規則第６８号） 

（施行期日） 

１　この規則は、公布の日から施行し、昭和４１年４月１日から適用する。 

（経過規定） 

２　この規則施行の際、現に改正前の高知県給与及び旅費支給事務集中処理規則によりし

た手続その他の行為は、この規則によりしたものとみなす。 

（他の規則の一部改正） 

３　高知県会計規則（昭和３９年高知県規則第１３号）の一部を次のように改正する。 

第１５８条第１項及び第２項中「行政管理室長」を「出納室長」に改める。 

付　則（昭和４２年８月１１日規則第４３号） 

（施行期日） 

１　この規則は、公布の日から施行し、昭和４２年４月１日から適用する。 

（経過規定） 

２　この規則施行の際、現に改正前の高知県給与及び旅費集中処理規則によりした手続そ

の他の行為は、この規則によりしたものとみなす。 

付　則（昭和４３年７月２６日規則第２９号） 

この規則は、昭和４３年８月１日から施行する。 

付　則（昭和４３年１１月２９日規則第５６号） 

この規則は、昭和４４年３月１日から施行する。 

付　則（昭和４４年９月３０日規則第４３号） 

この規則は、昭和４４年１０月１日から施行する。 

付　則（昭和４７年３月２８日規則第２３号） 

この規則は、昭和４７年４月１日から施行する。 

付　則（昭和４８年４月１日規則第２４号） 

この規則は、公布の日から施行し、第３条、第１０条及び別記第３号様式の３に係る改

正規定を除く改正規定は、昭和４８年度から適用する。 

付　則（昭和４８年６月８日規則第４１号） 



この規則は、公布の日から施行し、昭和４８年６月１日から適用する。 

附　則（昭和５０年４月１日規則第２７号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附　則（昭和５１年７月３０日規則第５２号） 

この規則は、昭和５１年８月１日から施行する。 

附　則（昭和５２年９月１３日規則第５５号） 

この規則は、昭和５２年１０月１日から施行する。 

附　則（昭和５３年７月４日規則第３２号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附　則（昭和５３年８月２５日規則第４３号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附　則（昭和５４年１２月４日規則第５７号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附　則（昭和５５年５月２７日規則第２７号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附　則（昭和５６年４月１日規則第３２号抄） 

（施行期日） 

１　この規則は、公布の日から施行する。 

附　則（昭和５６年７月２４日規則第５７号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附　則（昭和６１年４月２１日規則第４６号） 

この規則は、公布の日から施行し、この規則による改正後の高知県給与及び旅費支給事

務集中処理規則の規定は、昭和６１年４月１日から適用する。 

附　則（昭和６３年４月１日規則第２２号抄） 

（施行期日） 

１　この規則は、公布の日から施行する。 

附　則（昭和６３年７月１日規則第３９号抄） 

（施行期日） 

１　この規則は、公布の日から施行する。 

附　則（昭和６３年１０月１日規則第５３号抄） 



（施行期日） 

１　この規則は、公布の日から施行する。 

附　則（平成２年４月１日規則第１７号の２） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附　則（平成４年４月１日規則第１７号の２） 

（施行期日） 

１　この規則は、公布の日から施行する。 

（経過措置） 

２　平成３年度に係る給与及び旅費の支給事務については、なお従前の例による。 

３　この規則による改正前の高知県給与及び旅費支給事務集中処理規則別記第５号様式は、

この規則による改正後の高知県給与支給事務集中処理規則の規定にかかわらず、残品の

限度で使用することができる。 

附　則（平成６年４月１日規則第３４号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附　則（平成６年６月２８日規則第４５号） 

この規則は、平成６年６月３０日から施行する。 

附　則（平成６年１２月２１日規則第８５号） 

（施行期日） 

１　この規則は、公布の日から施行する。 

（経過措置） 

２　この規則による改正前の高知県給与支給事務集中処理規則別記様式は、この規則によ

る改正後の高知県給与支給事務集中処理規則の規定にかかわらず、残品の限度で使用す

ることができる。 

附　則（平成７年４月１日規則第７１号） 

（施行期日） 

１　この規則は、公布の日から施行する。 

（経過措置） 

２　この規則による改正前の高知県給与支給事務集中処理規則別記様式は、この規則によ

る改正後の高知県給与支給事務集中処理規則の規定にかかわらず、残品の限度で使用す

ることができる。 



附　則（平成７年４月１日規則第７４号抄） 

（施行期日） 

１　この規則は、公布の日から施行する。 

附　則（平成８年４月１日規則第７１号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附　則（平成１１年１０月１４日規則第９８号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附　則（平成１３年４月１日規則第７１号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附　則（平成１４年６月１日規則第５７号の３） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附　則（平成１５年３月１日規則第８号の２） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附　則（平成１５年４月１日規則第４３号抄） 

（施行期日） 

１　この規則は、公布の日から施行する。 

附　則（平成１７年４月１２日規則第７７号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附　則（平成１８年４月１日規則第６３号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附　則（平成１９年４月１日規則第５０号抄） 

（施行期日） 

１　この規則は、公布の日から施行する。 

附　則（平成１９年１０月１６日規則第１２３号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附　則（平成１９年１２月２８日規則第１５０号） 

（施行期日） 

１　この規則は、平成２０年１月１日から施行する。 

（経過措置） 

２　この規則による改正後の高知県給与支給事務集中処理規則第６条の規定は、同条第１



項又は第３項の規定により平成２０年２月に総務事務集中化システムによる月締処理を

行わなければならないものから適用する。 

附　則（平成２０年４月１日規則第４１号抄） 

（施行期日） 

１　この規則は、公布の日から施行する。 

附　則（平成２１年３月２７日規則第２４号） 

この規則は、平成２１年４月１日から施行する。 

附　則（平成２１年４月２８日規則第４７号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附　則（平成２２年４月１日規則第３３号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附　則（平成２２年５月１４日規則第４４号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附　則（平成２３年４月１日規則第３４号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附　則（平成２３年９月３０日規則第５７号） 

この規則は、平成２３年１０月１日から施行する。 

附　則（平成２４年４月１日規則第４６号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附　則（平成２７年１０月９日規則第６８号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附　則（平成２９年５月３０日規則第５０号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附　則（令和元年６月２５日規則第１０号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附　則（令和２年３月２４日規則第１２号） 

この規則は、令和２年４月１日から施行する。 

　　附　則（令和７年３月３１日規則第２９号） 

　（施行期日） 

１　この規則は、令和７年４月１日から施行する。 



　（経過措置） 

２　この規則による改正前の高知県給与支給事務集中処理規則別記様式は、この規則によ

る改正後の高知県給与支給事務集中処理規則の規定にかかわらず、残品の限度で使用

することができる。 

附　則（令和８年１０月２０日規則第５２号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

別表（第３条関係） 

給与の種類 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
給料　給料調整額　教職調整額　管理職手当　初任給調整手当　扶養手当　地域手当　

住居手当　特殊勤務手当　特地勤務手当　特地勤務手当に準ずる手当　へき地手当　

へき地手当に準ずる手当　時間外勤務手当　休日勤務手当　夜間勤務手当　宿日直手

当　管理職員特別勤務手当　期末手当　勤勉手当　通勤手当　在宅勤務等手当　単身

赴任手当　在宅勤務等手当　農林漁業普及指導手当　災害派遣手当　定時制通信教育

手当　産業教育手当　義務教育等教員特別手当　被服代料　児童手当



別記 

第１号様式（第６条関係） 

 

 

 



第１号様式の２（第６条関係） 

 



 

第２号様式（第６条関係） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



第３号様式（第６条関係） 

 

 

 



第４号様式（第６条関係） 

 

 

 

 



第５号様式（第９条関係） 

 



第６号様式（第９条関係） 


